
（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成26年度における一時借入金の借入限度額は100,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

315,162

3,347

△ 17,185

4,387,574

313,300

0

4,409,968

898,393

40,188

90,107

234,856

△ 567,006

0

0

104,561

0

0

△ 22,394

920,787

117,754

291,429

0

801,862

1,193

289,351

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

102,135

11,000

0

35,559

180,774

△ 566,159

1,110,771

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
486,678

1,891

746,933

134,215

258,364

5,989

63,818

302,300

10,312

283,309

3,971,944

623,835

1,835,126

408,902

183,756

71,105

2,861,173

878,432

25,811

402,882

663,133

738,981

335,426

資金収支計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,426,956

①生活インフラ・国土保全 7,225,098 (2) 長期未払金

②教育 3,403,614 ①物件の購入等

③福祉 1,746,497 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 278,004 ③その他

⑤産業振興 2,033,478 長期未払金計 0

⑥消防 114,613 (3) 退職手当引当金 1,180,040

⑦総務 1,119,504 (4) 損失補償等引当金 420,000

有形固定資産計 15,920,808 固定負債合計 4,026,996

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 15,920,808 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 313,675

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 1,098,020 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 29,255

投資及び出資金計 1,098,020 流動負債合計 342,930

(2) 貸付金 4,096

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 4,369,926

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 2,089,174

③土地開発基金 431,051 [純資産の部]

④その他定額運用基金 7,000 １　公共資産等整備国県補助金等 1,462,914

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 2,527,225 ２　公共資産等整備一般財源等 17,536,001

(4) 長期延滞債権 252,509

(5) 回収不能見込額 △ 80,973 ３　その他一般財源等 △ 1,400,672

投資等合計 3,800,877

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 17,598,243

①財政調整基金 1,251,235

②減債基金 78,513

③歳計現金 898,393

現金預金計 2,228,141

(2) 未収金

①地方税 18,797

②その他 8,139

③回収不能見込額 △ 8,593

未収金計 18,343

流動資産合計 2,246,484

資　　産　　合　　計 21,968,169 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,968,169

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,813,215千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 7,231,536 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 2,740,631 千円 2,740,631 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 2,321,288 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 594,832 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,154,785 千円 1,154,785 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 420,000 千円 420,000 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 8,020,849 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,923,173 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 18,451 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 4,079,225 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 789,313 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は1,608,917千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は24,373,939千円です。

貸借対照表
(平成27年3月31日現在)

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

70,461

325,027

166,392

209,254

0

0

2,321,288

[内訳]
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0

0

0

139,738

830

0

218,250

0

0

840,506

169,418

1,081,120

0

22,364

1,081,120

項目
負債計上

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

金額



行政コスト計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 577,393 13.5% 26,259 62,914 71,071 36,192 53,402 16,232 250,582 60,741 0

（２）退職手当引当金繰入等 35,714 0.8% 2,209 4,554 5,955 3,037 4,092 0 15,199 668 0

１ （３）賞与引当金繰入額 29,255 0.7% 1,320 3,205 3,680 1,794 2,705 822 12,653 3,074 0

小　　計 642,362 15.0% 29,789 70,673 80,707 41,023 60,199 17,054 278,435 64,483 0

（１）物件費 738,981 17.3% 26,114 142,559 176,680 72,794 98,456 7,648 211,204 3,526 0

（２）維持補修費 45,134 1.1% 26,539 5,423 5,015 728 5,377 350 1,702 0

（３）減価償却費 872,497 20.4% 230,697 117,331 137,543 55,447 254,788 13,736 62,955

小　　計 1,656,612 38.7% 283,350 265,313 319,238 128,969 358,621 21,734 275,861 3,526 0

（１）社会保障給付 335,426 7.8% 5,769 329,657 0

（２）補助金等 620,060 14.5% 10,852 42,930 49,597 188,831 164,663 112,221 49,928 1,038 0

３ （３）他会計等への支出額 699,977 16.4% 300,826 0 278,549 16,945 103,657 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

258,364 6.0% 8,441 607 200,000 33,729 7,700 0 7,887 0

小　　計 1,913,827 44.7% 320,119 49,306 857,803 239,505 276,020 112,221 57,815 1,038 0

（１）支払利息 25,811 0.6% 25,811

（２）回収不能見込計上額 42,062 1.0% 42,062

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 67,873 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 25,811 42,062 0

4,280,674 633,258 385,292 1,257,748 409,497 694,840 151,009 612,111 69,047 25,811 42,062 0

（　構　成　比　率　） 14.8% 9.0% 29.4% 9.6% 16.2% 3.5% 14.3% 1.6% 0.6% 1.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 233,621 8,788 1,117 123,729 49,939 15,231 0 4,781 0 0 0 30,036

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 60,072 766 7,714 6,176 390 674 1,758 42,459 0 0 0 135

293,693 9,554 8,831 129,905 50,329 15,905 1,758 47,240 0 0 0 30,171

ｄ／ａ 6.86% 1.5% 2.3% 10.3% 12.3% 2.3% 1.2% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0%

3,986,981 623,704 376,461 1,127,843 359,168 678,935 149,251 564,871 69,047 25,811 42,062 0 △ 30,171（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 18,211,530 1,461,519 17,847,881 △ 1,097,870 0

純経常行政コスト △ 3,986,981 △ 3,986,981

一般財源

地方税 887,790 887,790

地方交付税 1,835,126 1,835,126

その他行政コスト充当財源 373,444 373,444

補助金等受入 543,117 133,299 409,818

臨時損益

災害復旧事業費 △ 25,971 △ 25,971

公共資産除売却損益 40,188 40,188

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 △ 280,000 △ 280,000

科目振替

公共資産整備への財源投入 342,379 △ 342,379

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 108,994 △ 108,994

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 166,141 166,141 0

減価償却による財源増 △ 131,904 △ 740,593 872,497 0

地方債償還等に伴う財源振替 143,481 △ 143,481

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 17,598,243 1,462,914 17,536,001 △ 1,400,672 0

純資産変動計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日
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